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 ＮＰＯは、何らかの公益的な目的を

持ち、かつ、その名の通り営利を目的

としない民間団体である。ＮＰＯを本

質的に営利企業と区別するのは「利益

非配分」、すなわち活動から得られた利

益（収入－費用）を関係者に配分しな

い、という大原則である。営利企業で

あれば株主等に分配される利益が、自

らの活動に再投資されるのである。  
 
（１ ）Ｎ Ｐ Ｏ の現状認識  
 
 近 年 の Ｎ Ｐ Ｏ （ Non-Profit 
Organization。民間非営利組織）の社
会における存在感の高まりには、目を

見張るものがある。平成 10 年 12 月の
民間非営利活動促進法（いわゆるＮＰ

Ｏ法。12 の分野の活動を行う民間非営
利組織に法人格を認めるもの）施行以

来、都道府県知事または内閣府（旧経

済企画庁）の

認証を得たＮ

ＰＯ法人の数

は急激に増加

しており、平

成 13 年９月
28 日現在、全
国で 4,966 に
上 っ て い る

（図１）。この

「認証」は、

従来の公益法人設立における許可主義

ではなく、準則主義に近い形で法人格

を与えるものである。  
 ＮＰＯセクターの台頭は、社会の成

熟化による市民の各種ニーズの多様化

に伴い、従来「官」が独占していた「公

益」の一部を市民自らが主体的に担お

うとする動きと考えられる。少子・高

齢化が今後一層進展する日本社会では、

全ての公共的サービスを「官」が行う

ことは困難になりつつあり、ＮＰＯの

役割は増大し続けていくと考えられる。

特に、地域あるいはコミュニティにお

けるＮＰＯ活動の重要性は既に極めて

大きく、今後も拡大するものと思われ

る。  
 わが国のＮＰＯは、ようやく社会に

定着してきたところであり、建国以来

の伝統を持つ米国等とは異なり、小規

模で組織としても脆弱なものが多いの

が実態である（表１）。従って、資金需

要は、人件費、各種経費等比較的小規

模なものが中心であり、寄付・会費、

公的補助、民間助成等によって賄われ

てきた。行政等からの事業受託に資金

を依存する例も多く、融資の活用例は

極めて少ないと言ってよかろう。  
しかし、社会的地位向上や活動拡大

に伴い、所要資金額は増加しており、

設備関係の資

金需要が発生

するケースも

出てきている。

寄付、助成等

での資金調達

には量的・調

達タイミング

等で限界があ

り、融資によ

る資金調達を

考えるべき時期が来ていると思われる。 
 
（２ ）Ｎ Ｐ Ｏ にとっての融資の意義  
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（図１）ＮＰＯ法人認証数の推移  

 
 ＮＰＯがこれまで融資と縁がなかっ

たのは、ＮＰＯ法施行前のＮＰＯが大

半任意団体であり法人格を持たなかっ

たこと、前述の通りＮＰＯ自身の活動

が小規模で融資を必要としなかったこ
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（表１）ＮＰＯの規模                （支出規模金額単位：万円）  
       支出規模 

活  動  分  野  

１０未

満  
10～30 30～50

50～

100 

100～

500 

500～

1000 

1000～

5000 

5000

以上
無回答

全体  32.9% 17.8% 9.0% 9.9% 12.9% 3.1% 3.1% 1.0% 10.3%

保健・医療・福祉  40.0% 17.9% 7.6% 7.4% 8.3% 2.3% 3.1% 0.9% 12.5%

社会教育の推進  33.6% 20.0% 12.9% 9.3% 11.3% 1.9% 3.1% 1.9% 6.1%

まちづくり  25.3% 19.7% 11.0% 15.3% 16.5% 2.7% 1.1% 0.7% 7.7%

文化・芸術・ｽﾎﾟｰﾂの振興  19.9% 18.0% 9.0% 15.1% 22.6% 3.6% 5.0% 0.4% 6.4%

環境の保全  32.2% 22.7% 9.1% 9.1% 12.7% 1.8% 1.5% 0.5% 10.3%

災害救援活動  34.4% 23.3% 13.3% 11.2% 11.3% 0.0% 0.0% 0.0% 6.6%

地域安全活動  25.3% 17.6% 12.3% 17.9% 20.6% 1.4% 1.4% 0.0% 3.6%

人権の擁護・平和の推進  15.3% 16.6% 11.7% 13.8% 15.7% 9.4% 7.0% 0.0% 10.6%

国際協力  15.1% 11.1% 11.5% 8.7% 30.2% 9.2% 8.7% 1.8% 3.5%

男女共同参画  31.4% 23.8% 12.0% 18.8% 12.4% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7%

子どもの健全育成  32.4% 16.0% 8.6% 10.8% 17.2% 7.5% 4.3% 0.0% 3.2%

NPO団体への助言・援助  33.0% 15.3% 14.1% 7.1% 14.8% 7.2% 3.6% 3.6% 1.4%

その他・無回答  33.2% 13.0% 7.3% 9.0% 10.0% 3.5% 2.7% 2.4% 18.8%

(出所 )「NPO ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」第 13 号（内閣府『2001 年 市民活動ﾚﾎﾟｰﾄ』より川北秀人氏作成）  

と、等によるものと考えられる。しか

し、ＮＰＯの利益非配分原則は、利益

計上を否定するものではない。従って

融資の償還財源となるキャッシュフロ

ーを生み出すことは十分あり得ること

であり、融資の可能性はあると考えら

れる（もちろん、全てのＮＰＯがキャ

ッシュフローを生み出せるわけではな

い）。さらに、ＮＰＯにとって融資を受

けることに単なる資金調達以上の積極

的な意義を見出すことが可能と考えら

れる。  
 営利企業は利益分配を実現するため

に、経営の効率性や安定性を追求する

（市場的存在）。一方、ＮＰＯは収益を

目的とせず、公益への貢献というミッ

ションを追求する存在である（非市場

的存在）。しかし、ＮＰＯも組織の持続

可能性を確保するうえでは、効率性・

安定性は当然求められる（市場的要素）。

従来、ＮＰＯにはミッション追求（非

市場的要素）を重視するあまり、経営

の視点が不足するケースがまま見られ

た。  

 融資は返済を大前提とする資金調達

手段であり、償還財源としてキャッシ

ュフローが必要であり、融資実行に至

るまでに融資者（金融機関）によって

ＮＰＯの経営は厳しくチェックされる。

これは融資実行後も同様である。  
 ＮＰＯにとって融資を受けることは、

外部チェックを受けることで、本来非

市場的な存在としてのＮＰＯが市場的

要素の洗礼を受けることに他ならない。

（図２）。  
 この他、融資には、金融機関の審査

に対応するために、財務・経理面でＮ

ＰＯの組織管理体制整備を進捗させる

効果や、活動拡大・先行投資財源確保

の意味も認められる。  
 
（３ ）効果的なＮ Ｐ Ｏ 融資実現のめに

Ｎ Ｐ Ｏ と金融機関がなすべきこと  
 
 融資実現には、ＮＰＯ側、金融機関

側双方の努力が必要と考えられる。  
 ＮＰＯには、税務、会計、情報公開

等の内部管理体制の整備と、リースの

2 
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活用や最適投資規模の設定等を通じて

キャッシュフローを確保する工夫や、

そ れ に 必 要 な 能 力 開 発 （ capacity 
building）が求められる。  
 一方、金融機関には、何よりも営利、

非営利を問わずＮＰＯが各種事業の重

要な担い手になる、という認識のもと、

自らを株主等に収益を配分するだけの

主体と考えるのではなく、社会的存在

としてその責任を果たすため一定の投

資 （ 社 会 的 責 任 投 資 、 Socially 
Responsible Investment（ＳＲＩ））
を行う、という発想が求められよう。

公益を担う主体であるＮＰＯを支援す

ることはＳＲＩの趣旨に合致する。そ

のためにはＮＰＯの審査手法確立も不

可欠であり、また営利法人とは異なっ

た適切な融資のリスク管理も求められ

る。  
 現状では相当数のＮＰＯは融資を受

けるために必要な能力を十分に持って

いるとは言い難い。よってＳＲＩの視

点からＮＰＯに対して適切な技術的支

援（technical assistance）を実施し「融
資を受けることのできるＮＰＯ」に誘

導していくことも必要である。能力不

足をもって門前払いするだけでは、Ｎ

ＰＯの発展はおぼつかないと考えられ

る。  
 そして、双方にとって最も重要なこ

とは、今まで必ずしも近しい関係とは

言えなかった両者が十分なコミュニケ

ーションをとり、立場の違いを超えて

互いの理解を深めていくことであり、

そのための「共通のことば」を作り出

すことである。具体的には、両者がと

もに納得できるＮＰＯの評価指標（活

動の社会的意義と、財務の健全性・安

定性という二つの観点からの評価があ

ろう）の開発が考えられる。  
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このテーマについてのより詳しいレポート「NPO の資金調達と金融機関の役割―相互理解を

進めるために―（2001 年 10 月 日本政策投資銀行 NPO のマネジメントに関する研究会）」

をご要望の方は、藤田 寛（03-3244-1170 または sekikak@dbj.go.jp）までご連絡ください。  
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